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(57)【要約】
　乾燥粉末吸入器（ＤＰＩ）デバイスのための投与リン
グは、粒子状薬剤空洞及び貫通孔を覆うアルミ箔部材を
含む。デバイスは、１つの半径方向側部が切られておら
ずヒンジを形成するように、切れ目によって形成された
、ヒンジ状フラップを含む。各フラップは、粒子状薬剤
のための空洞と、空洞と投与リングの円形の内側縁との
間に位置する貫通孔との両方を覆うことができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　乾燥粉末の吸入を容易にする吸入器であって、
　内部空間を画定し且つマウスピースを含む本体と、
　前記内部空間内の且つ前記マウスピースに対して回転可能な少なくとも１つの環状部材
であって、複数のコンパートメント及び複数のフラップを含み、各フラップが、前記コン
パートメントのうちの少なくとも１つに関連付けられ、各コンパートメントが、乾燥粉末
を保持するように構成された空洞を画定し、且つ、前記フラップが閉鎖位置から開放位置
まで移動すると前記乾燥粉末を放出するように構成された開口部を含み、各フラップが、
前記コンパートメントのうちの１つの少なくとも前記開口部を覆い、且つ、前記フラップ
が前記閉鎖位置にあるときに前記開口部の外縁を越えて延在する拡張部を含み、各フラッ
プの前記拡張部の下側の少なくとも一部が、固定されておらず、すなわちいかなる構造体
にも取り付けられていない、少なくとも１つの環状部材と、
を備える吸入器。
【請求項２】
　乾燥粉末の吸入を容易にする吸入器であって、
　内部空間を画定し且つマウスピースを含む本体と、
　前記内部空間内の且つ前記マウスピースに対して回転可能な少なくとも１つの環状部材
であって、複数のコンパートメント及び複数のフラップを含み、各フラップが、前記コン
パートメントのうちの少なくとも１つに関連付けられ、各コンパートメントが、乾燥粉末
を保持するように構成された空洞を画定し、且つ、前記フラップが閉鎖位置から開放位置
まで移動すると前記乾燥粉末を放出するように構成された開口部を含み、各フラップが、
前記コンパートメントのうちの１つの少なくとも前記開口部を覆い、且つ、前記関連付け
られた１つ又は複数のコンパートメントを越えて延在する拡張部を含む、少なくとも１つ
の環状部材と、
を備え、
　各フラップの前記拡張部の少なくとも一部が、前記拡張部の下側に作用する空気流に対
して露出されるように構成され、前記空気流が、前記フラップを前記閉鎖位置から前記開
放位置まで移動させるように構成されている、吸入器。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの環状部材が複数の導管を含み、各導管が前記コンパートメントの
うちの１つに関連付けられ、各フラップが、前記閉鎖位置にあるときに前記関連付けられ
た導管の一端の少なくとも一部を覆う、請求項１に記載の吸入器。
【請求項４】
　各フラップの前記下側の少なくとも一部が、前記関連付けられた導管に面している、請
求項２に記載の吸入器。
【請求項５】
　空気が、前記導管のうちの少なくとも１つを通って移動して、前記関連付けられたフラ
ップの前記閉鎖位置から開放位置までの移動を容易にする、請求項１～４のいずれか一項
に記載の吸入器。
【請求項６】
　前記本体が乾燥剤を収容する、請求項１～４のいずれか一項に記載の吸入器。
【請求項７】
　前記本体が３つのコンパートメントを含み、前記コンパートメントのうちの少なくとも
１つが、低水蒸気透過率（ＬＭＶＴ）材料から形成されている、請求項１～４のいずれか
一項に記載の吸入器。
【請求項８】
　乾燥粉末の吸入を容易にする吸入器であって、
　内部空間を画定し且つマウスピースを含む本体と、
　前記本体の前記内部空間内の少なくとも１つの部材であって、少なくとも１つのコンパ
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ートメント、少なくとも１つのフラップ及び少なくとも１つの導管を含み、前記少なくと
も１つのコンパートメントが、乾燥粉末を保持するように構成された空洞を画定し、且つ
、前記少なくとも１つのフラップが閉鎖位置から開放位置まで移動すると前記乾燥粉末を
放出するように構成された開口部を含み、前記少なくとも１つのフラップが、閉鎖位置に
あるときに前記少なくとも１つの導管の一端の少なくとも一部を覆う、少なくとも１つの
部材と、
を備える吸入器。
【請求項９】
　前記少なくとも１つの部材が、前記マウスピースに対して回転可能である少なくとも１
つの環状部材である、請求項８に記載の吸入器。
【請求項１０】
　前記少なくとも１つのコンパートメントが複数のコンパートメントを含み、前記少なく
とも１つのフラップが複数のフラップを含み、前記少なくとも１つの導管が複数の導管を
含む、請求項８又は９に記載の吸入器。
【請求項１１】
　各フラップが、前記コンパートメントのうちの１つに関連付けられ、各導管が、前記コ
ンパートメントのうちの１つに関連付けられている、請求項１０に記載の吸入器。
【請求項１２】
　空気が、前記導管を通って移動して、前記フラップの前記閉鎖位置から開放位置までの
移動を容易にする、請求項８又は９に記載の吸入器。
【請求項１３】
　乾燥粉末の吸入を容易にする吸入器であって、
　内部空間を画定し且つマウスピースを含む本体と、
　前記内部空間内の且つ前記マウスピースに対して回転可能な少なくとも１つの環状部材
であって、複数のコンパートメントを含み、各コンパートメントが、乾燥粉末を保持する
ように構成された空洞を画定し、且つ、前記空洞内への少なくとも２つの開口部を含み、
前記少なくとも１つの環状部材が、前記複数のコンパートメントの各々に対する少なくと
も１つのフラップをさらに含み、前記少なくとも１つのフラップの各々が、前記少なくと
も１つのフラップが各コンパートメントの前記少なくとも２つの開口部のうちの１つを閉
鎖する第１位置と、各コンパートメントの前記少なくとも２つの開口部のうちの前記１つ
が開放される第２位置との間で移動可能である、少なくとも１つの環状部材と、
を備える吸入器。
【請求項１４】
　空気が、各コンパートメントの前記少なくとも２つの開口部のうちの１つを通って移動
して、前記少なくとも１つのフラップの前記第１位置から前記第２位置までの移動を容易
にする、請求項１３に記載の吸入器。
【請求項１５】
　前記少なくとも１つのフラップが第１フラップ及び第２フラップを含み、前記第１フラ
ップが、前記少なくとも２つの開口部のうちの第１開口部を閉鎖するように構成され、前
記第２フラップが、前記少なくとも２つの開口部のうちの第２開口部を閉鎖するように構
成されている、請求項１３又は１４に記載の吸入器。
【請求項１６】
　各コンパートメントに近接して流れる空気が、前記第１フラップ及び前記第２フラップ
を同じ方向に移動させる、請求項１５に記載の吸入器。
【請求項１７】
　前記第１開口部が前記第２開口部より大きい、請求項１３又は１４に記載の吸入器。
【請求項１８】
　前記少なくとも２つの開口部のうちの第１開口部が、前記少なくとも２つの開口部のう
ちの第２開口部より大きい、請求項１３又は１４に記載の吸入器。
【請求項１９】
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　前記第１開口部が前記コンパートメントの底面に位置している、請求項１８に記載の吸
入器。
【請求項２０】
　前記第２開口部が前記第１開口部の半径方向内側に位置決めされている、請求項１８に
記載の吸入器。
【請求項２１】
　前記少なくとも１つの環状部材の外周面が歯を含む、請求項１３又は１４に記載の吸入
器。
【請求項２２】
　前記本体が、前記本体の前記空洞内に延在するトリガをさらに含み、前記トリガの少な
くとも先端部が前記少なくとも１つの環状部材の前記歯のうちの１つと接触する、請求項
２１に記載の吸入器。
【請求項２３】
　前記少なくとも１つの環状部材が貫通孔を含む、請求項２１に記載の吸入器。
【請求項２４】
　前記少なくとも１つの環状部材が第１環状部材と少なくとも第２環状部材とを含み、前
記第２環状部材が前記第１環状部材に接着されている、請求項１３又は１４に記載の吸入
器。
【請求項２５】
　乾燥粉末薬剤を投与する方法であって、前記薬剤が吸入器内に収容され、前記吸入器が
、内部空間を画定し且つマウスピースを含む本体を含み、前記吸入器が前記本体の前記内
部空間内に少なくとも１つの部材をさらに含み、前記少なくとも１つの部材が、少なくと
も１つのコンパートメント、少なくとも１つのフラップ及び少なくとも１つの導管を含み
、前記少なくとも１つのコンパートメントが、乾燥粉末を収容する空洞を画定し、且つ、
前記少なくとも１つのフラップが閉鎖位置から開放位置まで移動すると前記乾燥粉末を放
出するように構成された開口部を含み、前記少なくとも１つのフラップが、前記閉鎖位置
にあるときに前記少なくとも１つの導管の一端の少なくとも一部を覆う、方法であり、
　前記マウスピースを通して前記本体の前記内部空間内から空気を吸入するか又は排出し
、それにより、空気が前記少なくとも１つの導管を通って移動し、前記フラップを持ち上
げるようにするステップ
を含む、方法。
【請求項２６】
　前記少なくとも１つの導管を通って移動する前記空気によって前記フラップを持ち上げ
ることにより、前記乾燥粉末の少なくとも一部が前記マウスピースを通過することができ
る、請求項２５に記載の方法。
【請求項２７】
　前記少なくとも１つの部材が、前記マウスピースに対して回転可能である少なくとも１
つの環状部材である、請求項２５又は２６に記載の方法。
【請求項２８】
　前記少なくとも１つのコンパートメントが複数のコンパートメントを含み、前記少なく
とも１つのフラップが複数のフラップを含み、前記少なくとも１つの導管が複数の導管を
含む、請求項２５又は２６に記載の吸入器。
【請求項２９】
　前記少なくとも１つの部材が、複数の前記コンパートメント及び複数の前記フラップを
含み、各フラップが、前記コンパートメントのうちの少なくとも１つに関連付けられ、各
フラップが、前記コンパートメントのうちの少なくとも１つの前記開口部を覆い、且つ、
前記関連付けられた１つ又は複数のコンパートメントを越えて延在する拡張部を含み、各
フラップの前記拡張部の少なくとも一部が、前記拡張部の下側に作用する空気流に露出さ
れるように構成される、請求項２５に記載の吸入器。
【請求項３０】
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　前記空気流の結果として各フラップを前記閉鎖位置から前記開放位置に移動させるステ
ップ
をさらに含む、請求項２９に記載の吸入器。
【請求項３１】
　乾燥粉末薬剤を投与する方法であって、前記薬剤が吸入器内に収容され、前記吸入器が
、内部空間を画定し且つマウスピースを含む本体を含み、前記吸入器が、前記内部空間内
に且つ前記マウスピースに対して回転可能な少なくとも１つの環状部材をさらに含み、前
記少なくとも１つの環状部材が、複数コンパートメント及び複数のフラップを含み、各フ
ラップが前記コンパートメントのうちの少なくとも１つに関連付けられ、各コンパートメ
ントが、乾燥粉末を収容するように構成された空洞を画定し、且つ、前記フラップが閉鎖
位置から開放位置まで移動すると前記乾燥粉末を放出するように構成された開口部を含み
、各フラップが、前記コンパートメントのうちの１つの少なくとも前記開口部を覆い、且
つ、前記関連付けられた１つ又は複数のコンパートメントを越えて延在する拡張部を含み
、各フラップの前記拡張部の少なくとも一部が、前記拡張部の下側に作用する空気流に露
出されるように構成される、方法であり、
　前記マウスピースを通して前記本体の前記内部空間内から空気を吸入するか又は排出し
、それにより、前記空気流が前記フラップのうちの少なくとも１つを前記閉鎖位置から前
記開放位置まで移動させるステップ
を含む方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、「ＭＥＴＨＯＤＳ　ＡＮＤ　ＤＥＶＩＣＥＳ　ＦＯＲ　ＦＡＣＩＬＩＴＡＴ
ＩＮＧ　ＤＥＳＩＲＡＢＬＥ　ＰＯＷＤＥＲＥＤ　ＤＯＳＥ　ＲＩＮＧ　ＰＯＣＫＥＴ　
ＣＡＶＩＴＹ　ＡＩＲ　ＦＬＯＷ」と題する、２０１７年３月１５日に出願された米国仮
特許出願第６２／４７１，６６１号明細書と、「ＭＥＴＨＯＤＳ　ＡＮＤ　ＤＥＶＩＣＥ
Ｓ　ＦＯＲ　ＦＡＣＩＬＩＴＡＴＩＮＧ　ＤＥＳＩＲＡＢＬＥ　ＰＯＷＤＥＲＥＤ　ＤＯ
ＳＥ　ＲＩＮＧ　ＰＯＣＫＥＴ　ＣＡＶＩＴＹ　ＡＩＲ　ＦＬＯＷ」と題する、２０１７
年６月２日に出願された米国仮特許出願第６２／５１４，０７２号明細書に対する優先権
を主張し、それらの出願はともに参照により本明細書に援用される。
【０００２】
　この本明細書に開示する技術は、概して吸入器に関する。より詳細には、一実施形態で
は、本明細書に開示する技術は、乾燥粉末薬剤の吸入を容易にする方法及びデバイスに関
する。
【背景技術】
【０００３】
　従来技術の乾燥粉末吸入器（ｄｒｙ　ｐｏｗｄｅｒ　ｉｎｈａｌｅｒ）、すなわち「Ｄ
ＰＩ」は、複数回分の粉末状製剤を患者に提供し、患者は呼吸を通して粉末状製剤を自己
投与する。参照により本明細書に援用される米国特許出願公開第２０１４／０００７８７
５号明細書は、乾燥粉末を収容するカプセルを有するディスクと、使用者による吸入時に
一度に１つのカプセルから１回分の粉末を計量投与するのを容易にする装置とを含む、１
つの従来技術によるＤＰＩについて記載している。同様に参照により本明細書に援用され
る米国特許出願公開第２００９／００８４３７９号明細書は、乾燥粉末の投与を容易にす
るために単一の空気流路を備えたＤＰＩを開示している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来技術によるＤＰＩは、有用であり有益であり得るが、従来技術によるＤＰＩ、特に
複数回分の投与量を収容するＤＰＩの少なくとも１つの問題は、各個々の粉末収容ポケッ
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トの容積が小さいことにより、こうしたＤＰＩが不十分な空気流のために機能することが
困難になる可能性がある、ということである。少なくともいくつかの従来技術による投与
リング形状は、粉末で充填され、その後アルミ箔ディスクに超音波溶接されるとき、粉末
を計量投与されるのを可能にするために、レーザでプレカットされたアルミ箔が持ち上が
るのを可能にするのに十分なベンチュリ空気流パターンを提供しない可能性がある。少な
くともいくつかの従来技術による設計における各ポケットは、単一の開口部（すなわち、
箔によって覆われた開口部）のみと、空気のいかなる浸透も可能にしない、開口部以外は
連続した内壁形状とを有する。アルミ箔（及び単一開口部）の上方の空気の圧力差が空洞
のヘッドスペースの内側の圧力差より大きいことのみにより、粉末は持ち上げられる。
【０００５】
　以前の設計では、多くの場合、アルミ箔フラップが持ち上がり粉末が計量投与されるの
を可能にするために、十分な圧力差又は空気流がない。さらに、製品を保存するために必
要な封止手段は、空気流が不十分である場合、使用時に適切な機能を妨げるように構成さ
れる可能性がある。
【０００６】
　当技術分野では、従来技術によるＤＰＩの上記問題及び他の問題に対処することが必要
とされている。本明細書に開示する技術は、上記目的及び他の目的を達成する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　一実施形態では、従来技術による設計の少なくとも１つの問題は、空気流入口点（たと
えば、第２開口部）を介して各ポケット空洞内に追加の空気流路を設けることによって解
決される。各ポケット内に又は各ポケットに隣接して空気流入口点を組み込むことにより
、使用者が空気ダクト内に吸入すると、プレカットアルミ箔フラップの最上部を横切るベ
ンチュリ空気流パターン速度が、各ポケット内の又は各ポケットに隣接する空気流入口点
と組み合わされて、アルミ箔フラップが持ち上がるのを可能にするのに十分な空気流量を
提供する。それにより、このアルミ箔フラップの持上げによって、粉末がポケット空洞か
ら空気ダクト内に、最終的に患者の口内に計量投与されるのが可能になり、それにより、
計量された投与量の薬剤が投与される。
【０００８】
　本明細書に開示する技術の一態様は、乾燥粉末吸入器のための投与リングを含み、投与
リングは、環状部材の第１部分における粒子状薬剤空洞及び貫通孔を覆う環状アルミ箔部
材を含み、環状部材の第２部分は、環状部材の第１部分の粒子状薬剤空洞に対応する切取
部を有する。箔部材は、１つの半径方向側部が切られておらず、ヒンジを形成するように
、Ｃ字型切れ目によって形成された、ヒンジ状フラップを含むことができる。各ヒンジ状
フラップは、粒子状薬剤のための環状部材の第１部分の１つの空洞と、空洞と環状部材の
第２部分の円形内縁との間に位置する１つの貫通孔との両方を覆うことができる。
【０００９】
　別の態様では、本明細書に開示する技術は、ＤＰＩのためのプラスチック空気ダクトを
含む。空気ダクトは、ヒンジ状フラップを開放するために投与リングの孔を通して空気を
向けるように構成された空気流チャネルを形成することができ、ヒンジ状フラップは、そ
の孔と粒子状薬剤を収容する空洞との両方を覆うように構成することができる。そして、
そのとき覆われていない空洞の上に空気を向けて、粒子状薬剤をベンチュリ効果によりＤ
ＰＩを通して使用者の口内に運ぶことができる。
【００１０】
　さらに別の態様では、本明細書に開示する技術は、乾燥粉末の投与を容易にする吸入器
に関する。吸入器は、内部空間を画定する本体を含み、マウスピースを含む。吸入器は、
本体の内部空間内に少なくとも１つの部材を含む。少なくとも１つの部材は、少なくとも
１つのコンパートメント、少なくとも１つのフラップ及び少なくとも１つの導管を含む。
少なくとも１つのコンパートメントは、乾燥粉末を保持するように構成された空洞を画定
し、少なくとも１つのフラップが閉鎖位置から開放位置に移動するときに乾燥粉末を放出
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するように構成された開口部を含む。少なくとも１つのフラップは、閉鎖位置にあるとき
に少なくとも１つの導管の一端の少なくとも一部を覆う。
【００１１】
　さらに別の態様では、本明細書に開示する技術は、マウスピースを通して本体の内部空
間内から空気を吸入又は排出し、それにより、空気が少なくとも１つの導管を通って移動
しフラップを持ち上げるようにすることに関する。
【００１２】
　上述した概要は、本明細書に開示する技術の以下の詳細な説明とともに、添付図面と併
せて読まれるときによりよく理解されよう。図面を通して、同様の数字は同様の要素を示
す。本明細書に開示する技術を例示する目的で、図面にはさまざまな例示的な実施形態が
示されている。しかしながら、本明細書に開示する技術は、図示する厳密な配置及び手段
に限定されないことが理解されるべきである。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本開示の技術の実施形態による吸入器の斜視図であり、吸入器は第１側から示さ
れている。
【図２】吸入器の部分組立分解斜視図であり、吸入器は反対の第２側から示されている。
【図３】図２に示す吸入器の少なくともいくつかの内部構成要素の斜視図であり、構成要
素は、図１に示す第１側から示されている。
【図４】図２に示す内部構成要素の部分組立分解斜視図である。
【図５】図４に示す内部構成要素の別の部分組立分解斜視図であり、構成要素は、図１に
示す第１側から示されている。
【図６】図４及び図５に見える環状部材の斜視図である。
【図７】環状部材のフラップの持上げの動作、及び使用者による吸入のためのマウスピー
スに向かう粉末の移動の連続した図のうちの１つである。
【図８】環状部材のフラップの持上げの動作、及び使用者による吸入のためのマウスピー
スに向かう粉末の移動の連続した図のうちの１つである。
【図９】環状部材のフラップの持上げの動作、及び使用者による吸入のためのマウスピー
スに向かう粉末の移動の連続した図のうちの１つである。
【図１０】本明細書に開示する技術の実施形態による環状部材の一部の断面側立面図であ
り、環状部材のフラップは閉鎖位置で示されている。
【図１１】図１０に示す特徴の別の断面側立面図であり、フラップは開放位置で示されて
いる。
【図１２】図１１に示す特徴の斜視図である。
【図１３】本明細書に開示する技術の実施形態による環状部材の一部の断面側立面図であ
り、フラップは開放位置で示されている。
【図１４】図１３に示す特徴の斜視図である。
【図１５】本明細書に開示する技術の実施形態による環状部材の一部の断面側立面図であ
り、フラップは閉鎖位置で示されている。
【図１６】図１５に示す特徴の斜視図であり、フラップは開放位置で示されている。
【図１７】本明細書に開示する技術の実施形態による環状部材の一部の断面側立面図であ
り、フラップは閉鎖位置で示されている。
【図１８】図１７に示す特徴の斜視図であり、フラップは開放位置で示されている。
【図１９】本明細書に開示する技術の実施形態による環状部材の一部の断面側立面図であ
り、環状部材の２つのフラップは閉鎖位置で示されている。
【図２０】図２１に示す特徴の別の断面側立面図であり、各フラップは開放位置で示され
ている。
【図２１】図２０に示す特徴の斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
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　本明細書では、システム、デバイス及び方法について例及び実施形態を用いて説明する
が、当業者は、本明細書に開示する技術が記載する実施形態又は図面に限定されないこと
を理解する。逆に、本明細書に開示する技術は、添付の特許請求の範囲の趣旨及び範囲内
にあるすべての変更形態、均等物及び代替形態を包含する。本明細書に開示する任意の一
実施形態の特徴を、省略するか、又は別の実施形態に組み込むことができる。
【００１５】
　本明細書で使用するいかなる見出しも、単に構成のためのものであり、明細書又は請求
項の範囲を限定するようには意図されていない。本明細書における「～できる、～得る、
場合がある、可能性がある（ｍａｙ）」という用語は、義務的な意味（すなわち、～なけ
ればならないを意味する）ではなく、許容的な意味（すなわち、～する可能性を有するを
意味する）で使用される。本明細書において具体的に示さない限り、「１つの（ａ）」、
「１つの（ａｎ）」及び「その（ｔｈｅ）」という用語は、１つの要素に限定されず、む
しろ「少なくとも１つ」を意味するものとして読まれるべきである。術語は、上述した用
語、その派生語及び同様の意味の用語を含む。
【００１６】
　本明細書に開示する技術の態様によれば、以前の設計の上述した問題は、各ポケット空
洞内への又はそれに隣接する空気流入口点を介して追加の空気流路を設けることによって
解決される。各ポケット内への又は各ポケットに隣接する空気流入口点を組み込むことに
より、使用者が空気ダクト内に吸入するとき、プレカットアルミ箔フラップの最上部を横
切るベンチュリ空気流パターン速度が、各ポケット内の又は各ポケットに隣接する空気流
入口点と組み合わされて、アルミ箔フラップが持ち上がるのを可能にするのに十分な空気
流量を提供する。そして、このようにアルミ箔フラップが持ち上がることにより、医薬品
有効成分（ａｃｔｉｖｅ　ｐｒｏｄｕｃｔ　ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔ）（ＡＰＩ）を含む粉
末をポケット空洞から空気ダクト内に、最終的に患者の口内に計量投与することができ、
それにより、計量された１回分の粉末状ＡＰＩが投与される。
【００１７】
　ここでさまざまな図を詳細に参照する。図を通して、同様の参照数字が同様の部分を指
す。図１～図９は、乾燥粉末薬剤４４又はＡＰＩを含む粉末等（図７～図９を参照）の粉
末の吸入を容易にする、全体として１０で示すデバイス又は吸入器の一実施形態を示す。
吸入器１０は、一端にエンドキャップ２３を有し反対側の端部にマウスピース２６を有す
る本体２５を含むことができる。エンドキャップ２３は、詳細に後述するように、活性物
質２４（たとえば、乾燥剤）を含むことができ、又は活性物質２４から形成することがで
きる。本体２５は、内部空間を画定し又は包囲し、マウスピース２６は、本体２５の内部
空間に流体的に接続されている経路を画定することができる。マウスピース２６により、
使用者は、粉末を含有する空気を吸い込むか又は吸入することができる。
【００１８】
　本体２５に、取外し可能に且つ／又は枢動可能にカバー２８を取り付けることができる
。一実施形態では、カバー２８は、ヒンジを介して本体２５に取り付けられる。カバー２
８は、本体２５に対して閉鎖位置（図１を参照）と開放位置との間で移動可能であり得る
。カバー２８が閉鎖位置にあるとき、マウスピース２６は覆われ且つ／又は保護される。
カバー２８が開放位置にあるとき、マウスピース２６は、露出し、使用者がくわえるか又
は接触することができる。カバー２８は、より詳細に後述するように、枢動可能なトリガ
２７を含むことができる。
【００１９】
　本体２５、エンドキャップ２３及びカバー２８のうちの１つ又は複数は、低水蒸気透過
率（ｌｏｗ　ｍｏｉｓｔｕｒｅ　ｖａｐｏｒ　ｔｒａｎｓｆｅｒ　ｒａｔｅ）（ＬＭＶＴ
）プラスチックから形成することができる。ＬＭＶＴ材料は、デバイス１０の保管及び使
用中に水分侵入を低減させる。閉鎖され且つ／又は完全に取り付けられたとき（図１を参
照）、結合された本体２５、エンドキャップ２３及びカバー２８は、密閉ＤＰＩを形成す
る。密閉ＤＰＩデバイスを設計し、その中の水分を制御するために乾燥剤プラスチックを
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使用することにより、従来技術と比較して改善された粉末の分散及び低減した毛管力を期
待することができる。
【００２０】
　一実施形態では、吸入器１０は９つの部品のみを含み、それらのうちの８つは射出成形
される。この設計により、いくつかの従来技術による設計によって必要とされる、粉末を
分散させる前に粉末を固定する材料に穴をあける必要がなくなる。本明細書に開示する技
術の設計により、穴あけ機構からの残骸により調剤品を汚染するリスクもなくなる。
【００２１】
　吸入器１０は、本体２５の内部空間内に位置決めされた少なくとも１つの部材５１を含
む。一実施形態では、図４～図６に示すように、少なくとも１つの部材５１は、本体２５
に対して回転可能である環状部材又は投与リングである。別の実施形態では、部材５１は
、直線状部材又は投与ラインであり得る。部材５１は、複数の別個の回数分の薬剤を提供
するように構成することができる。さらに別の実施形態では、部材５１は、１回分のみの
薬剤を提供するように構成することができる。
【００２２】
　図２～図５に示すように、環状部材５１の一実施形態は、第１トレー３４及び第２トレ
ー３６によって本体２５内で支持し又は本体２５内に封入することができる。第１トレー
３４及び第２トレー３６の両方が、略円形外周面及び略円形内周面を有することができる
。一実施形態では、第２トレー３６の少なくとも一部が、第１トレー３４内に嵌まること
ができる。第２トレー３６内に空気ダクト３２（図５を参照）を配置するか又は形成する
ことができ、空気ダクト３２は、第２トレー３６の上壁及び／又は側壁を通る開口部４６
をマウスピース２６の通路に接続することができる。一実施形態では、マウスピース２６
は、第２トレー３６の一体化部分又は単体部分である。
【００２３】
　図５に示すように、第２トレー３６は円形中心ガイド２１を含むことができる。環状部
材５１は、第１トレー３４及び第２トレー３６内に又はそれらの間に嵌まるか又は位置決
めすることができ、環状部材５１は、第１トレー３４及び第２トレー３６の両方に対して
回転することができる。より詳細には、一実施形態では、環状部材５１は、第２トレー３
６内に配置されるとき、中心ガイド２１の周囲に配置される。環状部材５１と第２トレー
３６の内面との間に、任意選択的にフォームから形成された、スペーサ１６を位置決めす
ることができる。スペーサ１６は、開口部又は切取部４８を含むことができる。スペーサ
１６は、空気ダクト３２の両側に位置決めされるように、第２トレー３６内に配置するこ
とができる。
【００２４】
　任意選択的に、第１トレー３４（及び／又は第２トレー３６）は、付勢又は弛緩状態で
第１トレー３４の内部に少なくとも部分的に延在する少なくとも１つの止め具又はばね４
０を含むことができる。別の実施形態では、第１トレー３４は、２つ以上の間隔を空けて
配置されたばね４０を含むことができる。各ばね４０は、第１トレー３４及び第２トレー
３６に対する環状部材５１の回転を阻止することができる。一実施形態では、各ばね４０
は、板ばねであり、その一端が第１トレー３４の基礎壁と一体的に又は単体であるように
形成されている。各ばね４０の内面は、突出部又は角度付き面を含むことができる。
【００２５】
　図６を参照すると、一実施形態では、環状部材５１は、３つの部品又は構成要素、すな
わち、第１環状部材１８ａ、第２環状部材１８ｂ及び第３環状部材２０から形成されてい
る。一実施形態では、第１環状部材１８ａはアルミ箔から形成されている。任意選択的に
、第１環状部材１８ａは、複数の間隔を空けて配置され且つ概して同一のヒンジ状フラッ
プ１７を形成する切れ目を含む。図６では、参照番号で識別される１つのフラップ１７が
、部分的に開放位置にあるように示されており、残りのフラップ１７は閉鎖して示されて
いる。一実施形態では、切れ目は、「Ｃ」字の形状に形成することができ、各フラップ１
７の切られていない縁によってヒンジ４７が生成されている。任意選択的に、第１環状部
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材１８ａは、少なくとも３０個の別個のフラップ１７を含む。フラップ１７は、２つの特
定のフラップ１７の間に空いた又は連続したスペースが形成されることを除き、第１環状
部材１８ａの周囲に等距離で間隔を空けて配置することができる。一実施形態では、空き
スペースの幅は、単一のフラップ１７の幅の約２倍である。
【００２６】
　任意選択的に、第１環状部材１８ａは、第２環状部材１８ｂの上面１３（又は、デバイ
ス１０の向きに応じて下面）に接合される。別の実施形態では、環状部材５１が２つの部
品又は構成要素のみから形成されるように、第１環状部材１８ａは第２環状部材１８ｂと
一体的に又は単体として形成される。第２環状部材１８ｂは、複数の間隔を空けて配置さ
れた孔１４を含むことができ、それらの孔１４の各々は、フラップ１７が開放されたとき
に第２環状部材１８ｂを通る通路を画定するように、第１環状部材１８ａの切れ目のうち
の１つに位置合せされる。第２環状部材１８ｂの孔１４は、概して楕円形状であり得る。
【００２７】
　第３環状部材２０は、複数の間隔を空けて配置されたコンパートメント、カプセル又は
投与ポケット空洞１９を含むか又は画定することができる。各コンパートメント１９は、
１日分の投与量の粉末薬剤等、所定量の粉末を保持するようなサイズとし、形状とし、且
つ／又はそのように構成することができる。任意選択的に、各コンパートメント１９は、
１０～１３ｍｇの粉末４４を収容し又は保持するようなサイズとすることができる。各コ
ンパートメント１９は、粉末４４がコンパートメント１９内に挿入され且つ所望の時点で
コンパートメント１９から除去されるのを可能にするように、少なくとも１つの開口部を
含む。各フラップ１７は、それぞれのコンパートメント１９の開口部を覆い、フラップ１
７が閉鎖位置にあるときに開口部の外縁を越えて延在する拡張部を含む。各フラップ１７
の拡張部の下側の少なくとも一部は、固定されておらず、すなわちいかなる構造にも取り
付けられていない。
【００２８】
　各コンパートメント１９の半径方向内向き等に、コンパートメント１９に近接して、１
つの連続した又は複数の間隔を空けて配置された導管を位置決めすることができる。各フ
ラップ１７の下側の少なくとも一部は、関連する又はそれぞれの導管に面している。一実
施形態では、複数の間隔を空けて配置された導管の各々は、第３環状部材２０を通る孔４
５である。各孔４５は、コンパートメント１９のうちの１つに対応し、又は、隣接してた
だし間隔を空けて位置決めすることができる。一実施形態では、第３環状部材２０に孔４
５を画定する開口部は、それぞれのコンパートメント１９の開口部より小さい。任意選択
的に、各孔４５は、第３環状部材２０の内側縁１１に向かってそれぞれのコンパートメン
ト１９に隣接して配置することができる。一実施形態では、各孔４５は、第３環状部材２
０を通って延在し、一方で、各コンパートメント１９は、薬剤を保持するように第３環状
部材２０を通って延在しない。代替実施形態では、複数の間隔を空けて配置された孔４５
を、第３環状部材２０の周囲に且つそこを通って延在する単一の、連続したチャネル又は
導管に置き換えることができる。チャネルは、上述した複数の間隔を空けて配置された孔
４５と同様に機能することができる。
【００２９】
　結合されると、第１環状部材１８ａ、第２環状部材１８ｂ及び第３環状部材２０は、フ
ラップ１７が開放されない限り且つ開放されるまで、投与空洞１９内で粉末を封止する。
一実施形態では、切れ目により各フラップ１７をより容易に開放することができるが、切
れ目は、結合された第１環状部材１８ａ、第２環状部材１８ｂ及び第３環状部材２０の封
止能力を破壊しない。一実施形態では、第１環状部材１８ａは、第２環状部材１８ｂにイ
ンモールドラベル付けされ、その後第３環状部材１８に超音波溶接される、アルミ箔の薄
層から形成される。任意選択的に、第２環状部材１８ｂ及び第３環状部材２０は、医療グ
レードプラスチック等、成形プラスチックであり得る。
【００３０】
　一代替実施形態では、詳細に上述したように、各フラップ１７がコンパートメント１９
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のうちの１つに関連付けられる代わりに、各フラップ１７は、２つ以上の別個の間隔を空
けて配置されたコンパートメント１９を覆い且つ／又はそれらに関連付けることができる
。これらのコンパートメント１９の各々は、同じタイプ又は種類の粉末４４を収容するこ
とができる。代替実施形態では、フラップ１７のうちの１つに関連付けられた少なくとも
２つの隣接するコンパートメント１９は、保管中に混合することができないか又は混合さ
れるべきではないが、使用者が吸入するときに同時に又は実質的に同時に送達することが
でき且つ／又は送達されるべきである、異なるタイプ又は種類の粉末又は薬剤４４を収容
することができる。
【００３１】
　複数の間隔を空けて配置された隆起部又は歯１２が、第３環状部材２０の外周面にわた
って延在することができる。歯１２は、第３環状部材２０の周囲面全体にわたって均一に
又は等距離で間隔を空けて延在することができる。トリガ２７の少なくとも一部が、ハウ
ジング３６の側壁に形成された開口部３８を通って環状部材５１の歯１２のうちの１つと
接触し又はそれと係合することができる。トリガ２７はばね式であり得る。別法として、
トリガ２７は、ばねを省略し、米国特許出願公開第２０１４／０００７８７５号明細書の
図４Ａ～図４Ｃに示すような、カバー２８を開放すると、単に環状部材５１を移動させる
か又は回転させることができる。環状部材５１の歯１２とのトリガ２７の選択的係合は、
環状部材５１に対する各ばね４０の力を克服して、結合された第１トレー３４及び第２ト
レー３６内で環状部材５１を回転させ又は「前進させる」ことができる。各ばね４０は、
各ばね４０の付勢力に打ち勝つトリガ２７に応答して触覚及び／又は可聴作用を提供する
ことができる。
【００３２】
　具体的に図１及び図３～図５を参照すると、ハウジング２５は、その壁のうちの１つに
窓５０を含むことができる。第１トレー３４は、その基礎壁を通る開口部５２を含むこと
ができる。第１トレー３４の開口部５２は、第１トレー３４がハウジング２５内に適切に
位置決めされると、窓５０と位置合せすることができる。第３環状部材２０は、年代順の
又は連続的な数字及び／又は文字（たとえば、３０、２９、２８、２７等）等、複数の間
隔を空けて配置されたしるしを含むことができる。しるしの各々は、コンパートメント１
９のうちの１つに近接して、ただしコンパートメント１９が形成される場所とは反対側に
位置することができる。
【００３３】
　一実施形態では、活性物質２４は乾燥剤である。これは、水分吸収が望ましい実施形態
である。しかしながら、水分吸収が望ましくない場合、活性物質２４は代替的な活性剤を
含むことができる。たとえば、別の実施形態では、活性物質２４は、活性炭、カーボンブ
ラック、ケチャムブラック（ｋｅｔｃｈａｍ　ｂｌａｃｋ）及びダイヤモンド粉末からな
る群から選択された物質を含む。さらなる実施形態では、活性物質２４の１つ又は複数の
層を含む活性剤は、吸収性微小球（ａｂｓｏｒｐｔｉｏｎ　ｍｉｃｒｏｓｐｈｅｒｅ）、
ＢａＴｉＯ３、ＳｒＴｉＯ３、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＴｉＯ２、ＭｎＯ、Ｃｕ
Ｏ、Ｓｂ２Ｏ３、シリカ、酸化カルシウム及びイオン交換樹脂等の物質を含有する。さら
に別の実施形態では、活性物質２４の層を含む吸収剤は、２つ以上のタイプの吸収剤を含
む。好適な吸収剤は、所望の最終用途のために所望の蒸気又はガスの吸収（たとえば、水
分、酸素、二酸化炭素、窒素又は他の望ましくないガス若しくは蒸気の吸収）を達成する
ように選択される。
【００３４】
　活性物質２４（乾燥剤、脱酸素剤、放出材若しくは放出剤等又はそれらの組合せのいず
れであっても）は、選択された物質（たとえば、水分又は酸素）に作用し、それと相互作
用し、又は反応することができる。こうした作用又は相互作用の例としては、選択された
物質の吸収、吸着（一般に、吸着（ｓｏｒｐｔｉｏｎ））又は放出を挙げることができる
。
【００３５】
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　活性物質２４は、基材に「活性剤」を含むことができる。活性剤は、（ｉ）基材（たと
えば、ポリマー）と非混和性とすることができ、ベースポリマー及びチャネリング剤と混
合され加熱されたとき、溶融せず、すなわち、ベースポリマー若しくはチャネリング剤の
いずれかに対する融点より高い融点を有し、且つ／又は（ｉｉ）選択された物質に作用し
、選択された物質と相互作用し、若しくは反応する。「活性剤」という用語は、限定され
ないが、選択された物質を吸収し、吸着し、又は放出する物質を含むことができる。本明
細書に開示する技術による活性剤は、鉱物（たとえば、乾燥剤の場合、モレキュラーシー
ブ又はシリカゲル）等の粒子の形態であり得るが、本明細書に開示する技術は、粒子状活
性剤にのみ限定されるものとしてみなされるべきではない。たとえば、いくつかの実施形
態では、活性剤として又は活性剤の成分として作用する樹脂から、脱酸素剤を製造するこ
とができる。
【００３６】
　本明細書における「基材」という用語は、混入活性物質の、その混入物質に対して構造
を提供する、活性剤以外の成分（好ましくはポリマー）である。
【００３７】
　本明細書における「ベースポリマー」という用語は、チャネリング剤のガス透過率より
実質的に低い、低い、又はそれと実質的に等価である、選択された物質のガス透過率を任
意選択的に有するポリマーである。例として、こうした透過率は、選択された物質が水分
であり、活性剤が吸水性乾燥剤である実施形態では、水蒸気透過率である。ベースポリマ
ーの主な機能は、混入ポリマーに対して構造を提供することである。好適なベースポリマ
ーとしては、熱可塑性ポリマー、たとえば、ポリプロピレン及びポリウレタン等のポリオ
レフィン、ポリイソプレン、ポリブタジエン、ポリブテン、ポリシロキサン、ポリカーボ
ネート、ポリアミド、エチレンビニルアセテートコポリマー、エチレンメタクリレートコ
ポリマー、ポリ（塩化ビニル）、ポリスチレン、ポリエステル、ポリ無水物、ポリアクリ
ロニトリル、ポリスルホン、ポリアクリル酸エステル、アクリル酸、ポリウレタン及びポ
リアセタール、又はそれらのコポリマー若しくは混合物を挙げることができる。
【００３８】
　ベースポリマー及びチャネリング剤の水蒸気透過率のこうした比較を参照すると、一実
施形態では、チャネリング剤は、ベースポリマーの少なくとも２倍の水蒸気透過率を有す
る。別の実施形態では、チャネリング剤は、ベースポリマーの少なくとも５倍の水蒸気透
過率を有する。別の実施形態では、チャネリング剤は、ベースポリマーの少なくとも１０
倍の水蒸気透過率を有する。さらに別の実施形態では、チャネリング剤は、ベースポリマ
ーの少なくとも２０倍の水蒸気透過率を有する。さらに別の実施形態では、チャネリング
剤は、ベースポリマーの少なくとも５０倍の水蒸気透過率を有する。さらに別の実施形態
では、チャネリング剤は、ベースポリマーの少なくとも１００倍の水蒸気透過率を有する
。
【００３９】
　本明細書における「チャネリング剤」という用語は、ベースポリマーと非混和性であり
且つベースポリマーより高速で気相物質を輸送する親和性を有する物質として定義される
。任意選択的に、チャネリング剤は、チャネリング剤をベースポリマーと混合することに
よって形成される場合に、混入ポリマーを通してチャネルを形成することができる。任意
選択的に、こうしたチャネルは、ベースポリマーのみの場合より高速で混入ポリマーを通
して選択された物質を透過させることができる。
【００４０】
　本明細書における「チャネル」又は「相互接続チャネル」という用語は、ベースポリマ
ーに浸透するチャネリング剤から形成された通路として定義され、互いに相互接続され得
る。
【００４１】
　本明細書における「混入ポリマー」という用語は、活性剤を含み任意選択的にチャネリ
ング剤が混入されているか又は分散されている少なくともベースポリマーから形成された
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モノリシック物質として定義される。したがって、混入ポリマーは、２相ポリマー及び３
相ポリマーを含む。「鉱物添加ポリマー」が一種の混入ポリマーであり、活性剤は、鉱物
の一形態、たとえば、モレキュラーシーブ又はシリカゲル等の鉱物粒子の形態である。本
明細書では、「混入物質」という用語を用いて、基材に混入された活性剤を含むモノリシ
ック物質を意味し、基材は高分子である場合もあれば又はない場合もある。
【００４２】
　本明細書における「モノリシック」、「モノリシック構造」又は「モノリシック組成物
」という用語は、２つ以上の別個の巨視的な層又は部分から構成されていない組成物又は
材料として定義される。したがって、「モノリシック組成物」は多層複合材を含まない。
【００４３】
　本明細書における「相」という用語は、モノリシック構造又は組成物の、構造又は組成
物にそのモノリシック特性を与えるように全体に均一に分散している部分又は成分として
定義される。
【００４４】
　本明細書における「選択された物質」という用語は、活性剤による作用を受け、又は活
性剤と相互作用し若しくは反応し、混入ポリマーのチャネルを通して透過することができ
る物質として定義される。たとえば、活性剤として乾燥剤が使用される実施形態では、選
択された物質は、乾燥剤によって吸収することができる水分又はガスであり得る。活性剤
として放出材が使用される実施形態では、選択された物質は、水分、芳香剤又は抗菌剤（
たとえば、二酸化塩素）等、放出材によって放出される作用物質であり得る。活性剤とし
て吸着材が使用される実施形態では、選択された物質はいくつかの揮発性有機化合物とす
ることができ、吸着材は活性炭素であり得る。
【００４５】
　本明細書における「３相」という用語は、３つ以上の相を含むモノリシック組成物又は
構造として定義される。本明細書に開示する技術による３相組成物の一例は、ベースポリ
マー、活性剤及びチャネリング剤から形成された混入ポリマーである。任意選択的に、３
相組成物又は構造は、追加の相、たとえば着色剤を含むことができる。
【００４６】
　混入ポリマーは、２相配合物（すなわち、チャネリング相なしにベースポリマー及び活
性剤を含む）又は３相配合物（すなわち、ベースポリマー、活性剤及びチャネリング剤を
含む）であり得る。混入ポリマーは、たとえば、米国特許第５，９１１，９３７号明細書
、同第６，０８０，３５０号明細書、同第６，１２４，００６号明細書、同第６，１３０
，２６３号明細書、同第６，１９４，０７９号明細書、同第６，２１４，２５５号明細書
、同第６，４８６，２３１号明細書、同第７，００５，４５９号明細書及び米国特許出願
公開第２０１６／００３９９５５号明細書に記載されており、それらの各々は、その全体
が参照により本明細書に援用される。
【００４７】
　混入物質又はポリマーは、構造を提供する基材（たとえば、ポリマー）と、任意選択的
にチャネリング剤と、活性剤とを含む。チャネリング剤は、混入ポリマーを通して微視的
な相互接続チャネルを形成する。活性剤の少なくとも一部が、これらのチャネル内に収容
され、その結果、チャネルは、混入ポリマーの外面に形成された微視的なチャネル開口部
を介して活性剤と混入ポリマーの外部との間を連通する。活性剤は、たとえば、さらに詳
細に後述するように、種々の吸収材、吸着材又は放出材のうちの任意の１つであり得る。
チャネリング剤が好ましいが、本発明は、広範に、任意選択的にチャネリング剤を含まな
い混入物質、たとえば２相ポリマーを含む。
【００４８】
　任意の実施形態では、好適なチャネリング剤としては、ポリエチレングリコール（ＰＥ
Ｇ）等のポリグリコール、エチレン－ビニルアルコール（ＥＶＯＨ）、ポリビニルアルコ
ール（ＰＶＯＨ）、グリセリンポリアミン、ポリウレタン、及びポリアクリル酸又はポリ
メタクリル酸を含むポリカルボン酸を挙げることができる。別法として、チャネリング剤
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は、たとえば、ＣＬＡＲＩＡＮＴ製のＰｏｌｙｇｌｙｋｏｌ　Ｂ０１／２４０等、酸化プ
ロピレン重合体－モノブチルエーテル等、非水溶性ポリマーであり得る。他の実施形態で
は、チャネリング剤は、ＣＬＡＲＩＡＮＴ製のＰｏｌｙｇｌｙｋｏｌ　Ｂ０１／２０等の
酸化プロピレン重合体モノブチルエーテル、ＣＬＡＲＩＡＮＴ製のＰｏｌｙｇｌｙｋｏｌ
　Ｄ０１／２４０等の酸化プロピレン重合体、エチレンビニルアセテート、ナイロン６、
ナイロン６６又は上述したものの任意の組合せであり得る。
【００４９】
　本明細書に開示する技術による好適な活性剤としては、乾燥化合物等、吸収材が挙げら
れる。活性剤が乾燥剤である場合、所与の用途に好適な乾燥剤を使用することができる。
典型的には、多くの用途に対して、物理吸収乾燥剤が好ましい。これらには、モレキュラ
ーシーブ、シリカゲル、粘土及び澱粉を挙げることができる。別法として、乾燥剤は、水
と反応して新たな化合物を形成する水又は化合物を含有する結晶を形成する化合物であり
得る。
【００５０】
　任意選択的に、任意の実施形態では、活性剤は、脱酸素剤、たとえば脱酸素樹脂配合物
であり得る。
【００５１】
　以下の表１は、設計された乾燥剤の水分吸着能力の特徴付けと、本明細書に開示する技
術の一実施形態のＤＰＩデバイスの製造、保管及び使用のさまざまな段階における計算さ
れた水分量にさらされた後のデバイス内への水分侵入に起因する能力の消耗とを示す。
【００５２】

【表１】

【００５３】
　以下は、上記表１に記載したデバイスを製造するさまざまな段階中の水分侵入を計算す
るために使用した仮定である。
【００５４】
　吸着：成形された乾燥剤部品において、１時間に３，０００μｇの水蒸気が吸着される
。さらに、デバイスの組立に続き、成形されたプラスチック部品及びＰＥシールにおいて
、．３ｍｇの潜在水分を吸着する必要がある。
【００５５】
　成形：成形された乾燥剤プラスチック部品は、封止されるホイルバッグ内に配置される
前に、成形中に少なくとも１時間又は２時間露出される（２５℃／６０％相対湿度（ＲＨ
）条件）。
【００５６】
　成形施設における保管：成形された乾燥剤プラスチック部品は、出荷用段ボールのポリ
バッグ内に封止されたホイルバッグで保管される（２５℃／６０％ＲＨ条件）。
【００５７】
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　組立場所における保管：成形された乾燥剤プラスチック部品は、デバイスを製造するた
めに使用される前に、組立場所で１年間保管される（２５℃／６０％ＲＨ条件）。
【００５８】
　組立：成形された乾燥剤プラスチック部品は、組立場所において完成したデバイスとし
て製造中に２時間露出され、封止されるホイルポーチ内に個々に配置される。なお、成形
されたプラスチック部品及びＰＥシールにおける潜在水分は、デバイス組立に続いて吸着
される（２５℃／６０％ＲＨ条件）。
【００５９】
　保管期間：製造されたデバイスは、封止されたホイルポーチ内に、使用のために開放さ
れる前に１年間保管される（３０℃／７５％ＲＨ条件）。
【００６０】
　使用期間：デバイスは、６０日間、閉鎖され保管され、使用に利用可能である（３０℃
／７５％ＲＨ条件）。
【００６１】
　３０回使用：デバイスは、６０日の使用期間にわたり、３０回開放され且つ再度閉鎖さ
れる（３０℃／７５％ＲＨ条件）。
【００６２】
　図７～図９は、デバイス１０の一実施形態の動作を示す。たとえば、使用者が、トリガ
２７を操作して環状部材５１を所望の位置まで回転させると（たとえば、第１トレー３４
の開口部５２及びハウジング２５の窓５０を通して正確な１日又は投与期間が可視である
場合）、使用者は、マウスピース２６を通して吸入することができる。一実施形態では、
これにより、空気が、２つの別個の経路を通って、すなわち、（ｉ）第１トレー３４の空
気ダクト３２内に位置決めされている孔４５の真下から且つ孔４５を通って、且つ、（ｉ
ｉ）第２トレー３６の開口部４６を通り、その後、孔４５及び第１トレー３４の空気ダク
ト３２内のコンパートメント１９の上方に移動する。従来技術による設計とは対照的に、
本明細書に開示する技術の一実施形態における空気流は、孔４５のうちの１つを通して向
けられ、それにより、フラップ１７のうちの１つの底面に圧力がかけられてフラップ１７
のうちの１つが開放する。空気ダクト３２のサイズ、形状及び／又は構成は、異なる病状
又は集団の異なる部分（たとえば、子供又は高齢者）に対して、変更又は調整することが
できる。
【００６３】
　上述した空気流の組合せにより、第３トレー３４の空気ダクト３２と又はその中で位置
合せされたフラップ１７が、閉鎖位置から開放位置に確実に且つ効果的に移動し、それに
より、コンパートメント１９内の粉末がベンチュリ効果によって放出されるか又は引き出
され、マウスピース３６を通して使用者の口に移動することができる。スペーサ１６は、
第３トレー３４の空気ダクト３２と又はその中に位置合せされていないフラップ１７のす
べてを閉鎖位置で維持するように構成されている。したがって、スペーサ１６は、開口部
４８が空気ダクト３２に位置合せされる場合を除き、フラップ１７を各々閉鎖構成で維持
することができる。開口部４８の真下又は真上に位置決めされたいかなるフラップ１７も
、使用者が力をかけると開放することができる。いくつかの実施形態では、スペーサ１６
は、フラップ１７を開放するために必要な力及び／又は使用される薬剤に応じて、約０．
０６２インチ、０．０９３インチ又は０．１２５インチの厚さを有することができる。
【００６４】
　図１０～図１２は、本明細書に開示する技術の別の実施形態を示す。図１～図９の実施
形態と図１０～図１２の実施形態との間の同様の又は同一の構造は、図１０～図１２では
、図１～図９の参照番号より１００大きい桁の参照番号によって識別される。単に便宜上
及び明確にするために、実施形態の間のいくつかの類似性の説明は省略している場合があ
る。
【００６５】
　先行する実施形態とは対照的に、各フラップ１１７は、閉鎖位置にあるとき、孔１４５
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を越えて孔１４５の周縁部全体に延在しない（図１０を参照）。代わりに、それぞれの孔
１４５に近接する各フラップ１１７の端部は、固定されていない、すなわちいかなる構造
体にも固定されていない底面を有する。言い換えれば、各フラップ１１７の縁は、それぞ
れの孔１４５の縁の一部とシールを形成することができる。これにより、各フラップ１１
７を開放するために必要な力を低減させ、且つ／又は第１環状部材１１８ａを形成するた
めに必要な材料の量を低減させることができる。先行する実施形態と同様、図１２に示す
ように、各フラップ１１７は、コンパートメント１１９を越えてコンパートメント１１９
の周縁部全体に延在する。
【００６６】
　図１０及び図１１を参照すると、本実施形態は、第２環状部材を省略することができ、
その結果、環状部材１５１は、上述した第１環状部材１８ａ及び第３環状部材２０と等価
である２つの環状部材１１８ａ、１２０のみを含むことができる。さらに、各フラップ１
１７は、コンパートメント１１９と孔１４５との間において、コンパートメント１１９を
形成する構造体（たとえば、第３環状部材１２０）に取り付けられていないものとするこ
とができる。図１０及び図１１では、この位置に小さい間隙又は間隔を示す。この配置に
より、各フラップ１１７を開放するために必要な力を低減させることができる。
【００６７】
　図１３～図１４は、本明細書に開示する技術の別の実施形態を示す。図１～図９の実施
形態と図１３～図１４の実施形態との間のように同様の又は同一の構造は、図１３～図１
４では、図１～図９の参照番号より２００大きい桁の参照番号によって識別される。単に
便宜上及び明確にするために、先の実施形態と図１３～図１４の実施形態とのいくつかの
類似性の説明は省略している場合がある。
【００６８】
　本実施形態では、各孔２４５は、「Ｌ」字形状を有するか又は９０度の曲げを含むこと
ができる、より幅の狭い、細長い通路である。各孔２４５の形状は、空気がそれぞれの孔
２４５を通って流れるように強制される速度を増大させるのに役立つことができ、それに
より、それぞれのフラップ２１７の底面に対する力が増大する。各フラップ２１７は、そ
れぞれのコンパートメント２１９及び孔２４５を形成する構造体（たとえば、第３環状部
材２２０）の一部と接触するか又はそれを越えて半径方向に延在することができる。別法
として、図１３に示すように、各フラップ２１７は、それぞれのコンパートメント２１９
を画定する構造体と接触することができるが、固定されておらず、又は、それぞれの孔２
４５を画定する構造体全体から間隔を空けて配置され得る。閉鎖位置では、各フラップ２
１７は、それぞれの孔２４５によって形成された通路の一端（たとえば、下流端）を覆う
ことができる。
【００６９】
　図１５～図１６は、本明細書に開示する技術の別の実施形態を示す。図１～図９の実施
形態と図１５～図１６の実施形態との間のように同様の又は同一の構造は、図１５～図１
６では、図１～図９の参照番号より３００大きい桁の参照番号によって識別される。単に
便宜上及び明確にするために、先の実施形態と図１５～図１６の実施形態とのいくつかの
類似性の説明は省略している場合がある。
【００７０】
　本実施形態では、各孔３４５は、それぞれのフラップ３１７の最上面によって画定され
た平面に対して完全に垂直に延在する通路である。その結果、各孔３４５を通る空気流は
、それぞれのフラップ３１７の最上部を横切る空気流に対して垂直である。各孔３４５の
位置は、それぞれのコンパートメント３１９の下流であることに限定されない。たとえば
、図１５に示す孔３４５は、コンパートメント３１９の（右である代わりに）左であり得
る。さらに、フラップ３１７は、単一の第１環状部材から形成されるか又は切り取られる
ことに限定されない。代わりに、各フラップ３１７は、別個の且つ分離した構成要素とす
ることができ、接着剤等の種々の方法のうちの任意のもので環状部材３５１に取り付ける
ことができる。
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　図１７～図１８は、本明細書に開示する技術の別の実施形態を示す。図１～図９の実施
形態と図１７～図１８の実施形態との間のように同様の又は同一の構造は、図１７～図１
８では、図１～図９の参照番号より４００大きい桁の参照番号によって識別される。単に
便宜上及び明確にするために、先の実施形態と図１７～図１８の実施形態とのいくつかの
類似性の説明は省略している場合がある。
【００７２】
　先の実施形態とは対照的に、本実施形態は、（たとえば、各フラップ４１７の真下の）
単一の空気流路のみを利用して、各フラップ４１７を開放する。特に、本実施形態では、
各フラップ４１７の上方のみを移動する追加の空気流路はない。孔４４５は、それぞれの
フラップ４１７の最上面に対して垂直であるように示されているが、孔４４５は、上述し
たもの等、代替的な形状又は寸法を有することができる。
【００７３】
　図１９～図２１は、本明細書に開示する技術の別の実施形態を示す。図１～図９の実施
形態と図１９～図２１の実施形態との間のように同様の又は同一の構造は、図１９～図２
１では、図１～図９の参照番号より５００大きい桁の参照番号によって識別される。単に
便宜上及び明確にするために、先の実施形態と図１９～図２１の実施形態とのいくつかの
類似性の説明は省略している場合がある。
【００７４】
　本実施形態の顕著な特徴は、環状部材５５１が、各コンパートメント５１９の最上部に
第１フラップ５１７を含み、各コンパートメント５１９の底部に第２フラップ５５４を含
むことである。第２フラップ５５４の少なくとも一部を、それぞれのコンパートメント５
１９の内部に（たとえば接着剤を介して）固定するか又は一体的に形成することができ、
第２フラップ５５４の別の部分が、それぞれのコンパートメント５１９の内部に対して移
動可能であり得る。粉末５４４は、第２フラップ５５４の内面と第１フラップ５１７の内
面との間に位置する。
【００７５】
　本実施形態の別の顕著な特徴は、孔５４５が、先の実施形態に記載したようにそれぞれ
のコンパートメント５１９に隣接するのとは対照的に、それぞれのコンパートメント５１
９の内部に至る、ということである。孔５４５を通って移動する空気は、空気流が第２フ
ラップ５５４をコンパートメント５１９内に押し込むまで、第２フラップ５５４の外面を
上向きに押し、それにより、第１フラップ５１７が開放された後、粉末５４４を第１フラ
ップ５１７に向かってコンパートメント５１９から押し出す。
【００７６】
　一実施形態では、第１フラップ５１７は、孔５４５を通って移動する空気流によって生
成される力の結果として開放することができる。代替実施形態では、第１フラップ５１７
は、フラップ５１７の最上部を横切って移動する空気流によって発生する圧力差と、孔５
４５を通って移動する空気流によって生成される力との組合せによって、開放することが
できる。いずれの場合も、空気流は、第１フラップ５１７及び第２フラップ５５４の両方
を開放するとき、第１フラップ５１７及び第２フラップ５５４を同じ方向に移動させる。
【００７７】
　本明細書に開示する技術について、詳細に且つその具体的な例に関して説明したが、当
業者であれば、その技術の趣旨及び範囲から逸脱することなく、そうした例においてさま
ざまな変形、省略及び変更を行うことができることが明らかとなろう。したがって、本明
細書に開示する技術は、開示した特定の実施形態に限定されず、添付の特許請求の範囲に
よって定義されるような本明細書に開示する技術の趣旨及び範囲内にある変更形態を包含
するように意図されていることが理解される。
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